





























































1991/92 34.0 23.9 18.9 10.7 12.4 100.0
1992/93 34.1 23.7 19.0 10.7 12.2 100.0
1993/94 33.5 23.7 19.3 11.5 12.0 100.0
1994/95 32.9 24.3 19.8 11.3 11.6 100.0
1995/96 30.6 25.4 20.9 11.4 11.6 100.0
1996/97 30.8 25.5 20.9 11.3 11.4 100.0
1997/97 29.0 25.2 21.5 12.1 12.2 100.0
1998/99 28.8 24.6 21.8 12.2 12.7 100.0
1999/00 27.4 24.3 22.3 12.7 13.3 100.0




















1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001
実質GDP成長率 1.3 5.1 5.9 7.3 7.3 7.8 4.8 6.5 6.1 4.4 5.8
農林水産業 －0.5 1.8 1.3 1.6 －0.3 2.7 －0.7 1.6 0.1 －0.1 1.5
鉱業 0.1 0.0 0.0 0.2 0.2 0.0 0.2 0.1 0.1 0.1 0.0
製造業 －0.6 0.7 1.3 1.9 2.5 1.7 0.3 0.5 0.7 1.1 0.4
電気・ガス・水道業 0.2 0.2 0.0 0.2 0.2 0.1 0.2 0.2 0.1 0.1 0.0
建設業 0.1 0.2 0.0 0.3 0.3 0.1 0.5 0.3 0.4 0.4 0.2
商業・ホテル・運輸・通
信業
0.5 1.1 1.4 2.0 2.6 1.6 1.6 1.7 1.9 1.6 2.0
金融・保険・不動産・ビ
ジネス向けサービス業
1.2 0.6 1.4 0.6 0.9 0.8 1.3 0.9 1.3 0.5 0.9
















全人口 男 女 全人口 男 女
0～14 16.4 17.2 15.6 12.2 1.7 15.0
15～19 26.8 27.7 25.7 15.1 13.4 18.4
20～24 20.5 23.5 17.5 19.4 16.8 25.1
25～29 20.5 20.3 20.7 22.3 16.9 35.5
30～34 27.2 24.9 29.6 31.2 23.6 50.9
35～39 34.7 30.8 39.0 39.0 30.1 62.9
40～49 31.1 31.0 31.2 36.2 31.1 49.5
50～59 22.2 20.1 24.5 25.5 19.3 43.7
60～69 32.9 25.3 41.0 34.4 22.4 78.1
70～79 44.6 41.3 48.3 58.4 48.3 113.8






















































































































































































総数 268.1 717.0 509.8 1,217.5 1,385.5 3,761.7 451.3
514 158.8 147.5 148.6 368.1 1,092.7 1,657.4 183.3
1519 233.2 269.4 287.5 853.3 1,884.5 4,798.9 331.8
2024 246.8 477.3 475.7 1,177.1 1,854.4 4,256.3 371.4
2529 252.9 656.8 550.9 1,226.6 1,559.9 3,269.8 412.3
3034 257.4 758.1 592.4 1,235.8 1,443.7 3,259.8 423.4
3539 261.5 824.7 588.9 1,225.7 1,308.1 3,573.0 431.7
4049 260.5 974.5 640.5 1,326.0 1,207.7 3,875.5 519.0
5059 317.7 1,236.7 684.2 1,635.3 1,134.2 5,183.6 635.6
6069 472.1 902.0 653.9 1,752.5 1,095.8 5,460.9 553.6
7079 756.5 1,012.6 846.1 2,221.4 1,288.0 5,428.8 721.4
















総数 245.4 618.8 376.4 1,823.9 1,008.2 1,252.8 1,061.6 3,130.6 526.5 291.6
59 158.0 197.0 133.7 813.8 334.1 270.0 923.8 783.2 155.2 147.2
1014 153.8 164.7 135.4 665.2 385.6 729.6 2,171.7 1,302.3 184.9 100.0
1519 228.6 339.0 246.6 1,329.4 936.8 1,544.5 2,430.2 3,083.6 350.3 194.0
2024 232.0 479.0 393.1 1,496.6 1,233.6 1,823.2 1,925.9 3,591.7 399.4 231.6
2529 225.6 532.7 404.9 1,483.8 1,104.3 1,665.8 1,362.5 3,724.9 486.7 246.0
3034 223.0 595.9 393.3 1,501.4 1,010.8 1,419.7 1,102.4 3,600.6 556.0 266.6
3539 225.8 637.6 367.1 1,524.2 907.4 1,139.2 817.7 2,920.9 535.4 274.9
4044 248.7 771.1 423.0 1,800.4 986.8 1,148.0 867.1 2,791.4 611.3 310.1
4549 245.0 863.0 429.7 1,942.0 972.4 1,065.2 822.7 2,757.2 676.4 338.0
5054 289.6 1,096.8 497.1 2,509.3 1,060.5 1,029.1 842.3 2,895.0 757.8 397.3
5559 258.3 1,022.4 432.5 3,626.2 1,033.6 897.9 779.5 2,901.1 730.8 461.9
6064 334.0 637.9 407.1 2,507.9 970.1 806.4 712.8 2,918.3 587.2 318.8
6569 371.4 537.2 427.4 2,366.4 1,064.6 884.4 773.6 2,801.1 591.9 321.2
7074 570.0 662.2 518.3 2,203.6 1,213.1 951.0 875.9 2,676.4 589.2 370.8
7579 553.3 754.0 497.2 2,205.0 1,314.9 1,048.6 931.4 2,540.5 612.4 427.9
80歳以上 561.5 715.4 448.2 1,437.7 1,074.7 954.6 950.4 2,643.6 475.8 383.8
資料 図3に同じ。
活用に関しては，教育水準の低い階層においては農業とサービスセクターのインフォーマル部門
への就業，高学歴者においてはIT，金融などサービスセクターにおける就業が促進されている。
その中で若年においては就学率上昇による非労働力化した男子労働力を女子が代替しているとい
う構造となっている。
インド憲法では義務教育期間は初等教育の8年間が義務教育期間となっているが，就学率は
100％に満たない状況であり，中途退学比率が高く，人口全体の教育水準は低い状況にある。図4
は1951年以降の初等教育における就学率および中退率の推移を示したものである。男子の就学
率は上昇してきており，就学率は90％を超え，近年はほぼ100％近くが就学している。しかしな
がら低下傾向にあるものの依然として中途退学比率は高く，50％近くは初等教育終了には至って
いない。女子における就学率はさらに低く，中途退学比率も男子のそれを上回っている。
2001/01年における高等教育（14～17歳）の就学率は男子38.2％，女子27.7％，大学（18～23
歳）の就学率は男子9.3％，女子6.7％であり，高等教育への進学者は少数派であり，男女間格差
は大きくなっている。
すでに図2でみたように，就業率が高いのは教育水準の高い階層であり，成長産業であるサー
ビスセクターにはこの階層の人材が活用されている。一方，そのシェアは徐々に低下してはいる
が60％近くが就業している農業部門には，教育水準の低い階層が就業していることになる。イ
ンドの経済成長の牽引的役割として注目されているIT関連産業は規模から見れば大きな格差の
頂点部分に成立し，その下には多少の所得増加は得たものの豊かさには遠い膨大な人口が残存し
ている状況にあるという不均衡な状況（押川，2015,p.259）を呈している。
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図4 男女別就学率と中退率の推移，1951～2001年
資料 Govt.ofIndia,2014.
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6．今後の課題
本稿における対象期間は1990年代であり，1991年および2001年センサス結果および同期間
に実施されたNSS（NationalSampleSurvey）に基づく分析を行った。インド経済はGDPに
占める製造業に変化が少ない状況で高度の経済成長を遂げている。農業におけるGDPシェアは
およそ4分の1であり，ここにおける就業人口は60％近くを占めている。農業部門の生産性を
高めていくことも重要であり，これにより生じた余剰労働力を教育水準の向上により他のセクター
で活用する必要があろう。中等教育への進学者は増加しているが，こうした教育の普及は依然と
して非農業雇用にはつながってはいない状況である。
学歴の獲得が就業につながらない要因は雇用機会の不足と地域間格差があることである
（Pappu,p.309）。男女ともに農業部門から非農業部門へのシフトの大半は建設業とそのほかサー
ビス業に吸収されている（宇佐美，p.98）。これらはインフォーマルな部門への就業が多く，不
安定な雇用状況である。こうした余剰人口の活用が図られなくては，豊富な労働力供給が可能と
なる人口ボーナスメリットを享受することが難しくなるであろう。
2010年から「無償義務教育に関する子どもの権利法」が施行され，教育水準の改善が図られ
ている。さらに中産階級においては，子ども数よりも子どもの質的向上を目指したより高学歴の
教育を目指すという子育てに関する価値観が普及している。このような人材活用も含め，今後は
製造業，サービス業の発展による労働力の吸収が必要となろう。
（1） インドの教育行政および制度に関しては，牛尾直行，2012参照。
（2） 本稿においては分析対象期間を1990年代としたため，データの提示は2000/01年までを提示した
が，2002/03年以降のサービス産業全体のシェアは50％を超えている（http:/indiabudget.nic.in）。
（3） 初等教育の就学年齢は6歳から10歳である。この年齢未満あるいはこの年齢階級以上の年齢にお
いても就学者がいるため，100％を超える比率となっている。
（4） データは調査に先立つ1年間において半年以上働いた主な労働者（MainWorker）を対象として
いる。
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